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はじめに

経済産業省所管の消費生活用製品等に関する事故情報の収集については、経

済産業省から、製造・輸入事業者、地方公共団体、消費生活センター、消費者

団体等に対して、事故情報を独立行政法人製品評価技術基盤機構に通知するよ

う協力を求めているところです。

機構は、通知された事故情報と自ら収集した事故情報のすべてについて、通

知者、製造・輸入事業者等から事実関係等を聴取するほか、事故発生現場の確

認や事故品の入手等に努めるとともに、必要に応じて事故の再現テスト及び

事故原因の究明を実施して技術的な調査及び評価を行い、事業者が行った

事故原因の究明及び再発防止措置の評価を行っています。

これらの事故情報については、平成 ５年1０月に平成 ４年度事故情報１ 1
収集制度報告書として取りまとめ公表しました。本事故動向解析編は、膨

大な事故情報から共通の問題や動向の変化などを把握するため、事故情報

に関するさまざまなデータを、これまでとは異なる視点で整理、分析する

ことにより製品事故の未然・再発防止に役立つようように取りまとめたも

のです。

事故動向解析編が年度報告書と併せて安全な製品の供給と使用・保守に役立

てられるとともに行政における施策の検討、事業者の製品設計、製造、供給又

はアフターサービスの面での対応の促進、そして製品事故の減少に役立てば幸

いです。

平成１６年３月３１日

独立行政法人製品評価技術基盤機構
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Ⅰ．平成１４年度の事故情報の分析

、 、 、本章では 平成１４年度に収集した事故情報のうち 調査が終了した６０１件に加え

調査中のものを含めて動向解析を行った。

１．分析データについて

(1) 本報告の対象とする事故情報調査について

平成1４年度事故情報収集制度報告書（以下 「年度報告書」という ）で公表された、 。

事故調査結果は、平成１４年４月から平成１５年３月までに開催された事故動向等解

析専門委員会で審議が終了したものを対象としている。したがって平成1４年度に事故

通知を受けたもののうち、機構の事故調査が終了していないものは、年度報告書に反

映されていない。

本事故動向解析編は可能な限り多くのデータを使用して分析するために、図１に示

すとおり1４年度に事故情報として受付け「調査が終了した６０１件」だけでなく「総

件数１,８０３件」を分析対象範囲としている。このため、本報告書では分析項目ごと

。 、 「 」に分析に使用した件数が異なることがある 例えば 分析対象を 総件数１,８０３件

とした場合は、事故原因に関しては、事故Ｅ・Ｆ・Ｇが調査中であるが、人的被害に

関しては事故Ｇが調査中、製品区分についてはすべて判明している。このように事故

事例や項目の調査の進捗状態によって調査中の件数が異なる。

図１ 分析対象範囲について

(2) 「総件数１,８０３件」による分析

① 製品区分別の割合の比較

「調査が終了した６０１件」と「総件数１８０３件」による製品区分別の事故情

報収集件数を比較したものを表１に、製品区分別の事故情報収集件数割合の比較を

図２に示す。

燃焼器具による事故の占める割合が、総件数と比較して約１０％少なくなってい

る。これは、燃焼器具の事故情報件数が増加する平成１５年１～３月の事故情報が
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含まれていないためと考えられる。一方 「総件数１８０３件」による製品区分の割、

合は平成１３年度の燃焼器具の全体に占める割合（図４３ 製品区分別の事故情報

収集件数割合の推移参照）に近く、今後の調査の進展に伴い平成１４年度に収集し

た事故情報に占める各製品区分の割合については、平成１３年度の製品区分割合に

近づくものと推定される。

表１ 製品区分別の事故情報収集件数

図２ 製品区分別の事故情報収集件数割合の比較



4

② 事故原因区分別の割合の比較

「調査が終了した６０１件」と「総件数１,８０３件」による事故原因区分別の

事故情報収集件数を表２に、事故原因区分別の事故情報収集件数割合の比較を図

３に示す。

「調査が終了した６０１件」の事故原因区分別件数は、事故原因区分Ａ（専ら

設計上、製造上又は表示等に問題があったと考えられるもの ）と事故原因区分Ｅ。

（専ら誤使用や不注意な使い方と考えられるもの ）の件数は大きく離れているの。

に対し 「総件数１,８０３件」では事故原因区分Ａと事故原因区分Ｅの件数は差、

がない。平成１３年度（図４５ 製品事故収集件数に占める事故原因割合の推移

参照）の事故原因区分Ａと事故原因区分Ｅの件数はほぼ同じであることから、今

後の調査の進展に伴い平成１３年度の事故原因区分割合に近づくものと推定され

る。

表２ 事故原因区分別の事故情報収集件数

図３ 事故原因区分別の事故情報収集件数割合の比較
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(3) 事故による被害と被害状況表記の関係

被害状況の分析にあたっては、物的被害、人的被害を区分し、より詳細に分析を行

うこととした。事故による被害と被害状況表記の関係を表３に示す。

人的被害 物的被害状況の分析に関しては Ⅰ 平成１４年度の事故情報の分析 以、 、 ． （

下 「単年度分析」という ）とⅡ．事故情報動向解析（以下 「動向解析」という ）、 。 、 。

の被害状況の整理の仕方に違いがあるので注意が必要である。

表３ 事故による被害と被害状況表記の関係

（例） 人的被害 物的被害 被害状況

事故 死亡 重傷 軽傷 拡大被害 製品破損 動向解析 単年度分析

死亡 死亡A ○ ○ ○ ○
拡大被害

製品破損

重傷 重傷B ○ ○ ○ ○
拡大被害

製品破損

拡大被害 拡大被害C ○ ○
製品破損

製品破損 製品破損D ○

軽傷 軽傷E ○

死亡 死亡F ○ ○
製品破損

拡大被害 拡大被害G ○

※○印はその被害があったことを示す。
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２．発生月別の事故情報分析

(1) 発生月別の事故情報収集件数

平成１４年度の個別の事故調査表に記載されている製品事故の発生月のデータを

集め製品事故の発生時点の製品区分ごとの事故件数の推移（発生月及び製品区分に

ついて確定したもの）を図４及び表４に、製品事故の発生時点の製品区分ごとの割

合の推移（発生月及び製品区分について確定したもの）を図５及び表５に示す。家

庭用電気製品による事故は、年間を通じてあまり件数の変動はないが、燃焼器具の

事故件数は１１月から増えはじめ、１月がピークになりその後８月まで徐々に減少

する。冬季に事故が増える要因は石油ストーブ等の暖房器具の事故が増加するため

と考えられる。

図４ 製品事故の発生時点の製品区分ごとの事故件数の推移
（発生月及び製品区分について確定したもの 【参考】）

表４ 製品事故の発生時点の製品区分ごとの事故件数の推移
（発生月及び製品区分について確定したもの 【参考】）
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図５ 製品事故の発生時点の製品区分ごとの割合の推移
（発生月及び製品区分について確定したもの 【参考】）

（ ）【 】表５ 製品事故の発生時点の製品区分ごとの割合 発生月及び製品区分について確定したもの 参考
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(2) 発生月別の被害状況

① 物的被害

発生月別の物的被害の件数の推移（発生月及び物的被害について確定したもの）

を図６に、発生月別の事故発生件数に対する物的被害割合の推移（発生月及び物的

被害について確定したもの）を図７に示す。１０月の製品破損件数は最小値になっ

た後、急激に増大し１２月～１月の製品破損件数は最大になる。事故通知件数（総

件数）が少なくなる５月～８月は、拡大被害の割合は低くなる。この要因は石油ス

トーブ等の暖房器具による事故が減少するためと考えられる。

図６ 発生月別の物的被害の件数の推移（発生月及び物的被害について確定したもの 【参考】）

発生月別の事故発生件数に対する物的被害割合の推移図７
（発生月及び物的被害について確定したもの 【参考】）
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② 人的被害

発生月別の事故発生件数と人的被害の件数の推移（発生月及び物的被害について

確定したもの）を図８に、発生月別の人的被害（軽傷・重傷・死亡）の件数の推移

（発生月及び人的被害について確定したもの）を図９に、発生月別の事故発生件数

に対する人的被害割合の推移（発生月及び人的被害について確定したもの）を図１

０に示す。

６月～１０月の人的被害の件数は低く推移するが、その後１２～１月に人的被害

の件数は最大になり、２月に急激に減少する。この要因は石油ストーブ等の暖房器

具による事故の増減によるものと考えられる。石油ストーブ等の暖房器具の事故が

増大する１０月以降は人的被害も増大する。

図８ 発生月別の事故発生件数と人的被害の件数の推移
（発生月及び人的被害について確定したもの 【参考】）
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図９ 発生月別の人的被害（軽傷・重傷・死亡）の件数の推移
（発生月及び人的被害について確定したもの 【参考】）

図１０ 発生月別の事故発生件数に対する人的被害（軽傷・重傷・死亡）の割合の推移

（発生月及び人的被害について確定したもの 【参考】）
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(3) 発生月別の事故原因区分

発生月別の事故原因区分の推移（発生月及び事故原因区分について確定したもの）

を図１１に、発生月別の事故原因区分割合の推移（発生月及び事故原因区分について

確定したもの）を図１２に示す。

冬季は製品に起因しない製品事故件数の割合が約５～７割と高くなる。この要因は

石油ストーブ等の暖房器具による事故が多発し、その事故原因のほとんどが事故原因

区分Ｅ（専ら誤使用や不注意な使い方によると考えられるもの （表２１参照）によ。）

るためと考えられる。

図１１ 発生月別の事故原因区分の推移（発生月及び事故原因区分について確定したもの 【参考】）

（ ）【 】図１２ 発生月別の事故原因区分割合の推移 発生月及び事故原因区分について確定したもの 参考



12

３．発生時刻別の事故情報分析

発生時刻別・製品区分別の事故情報収集件数の推移（発生時刻及び製品区分について

確定したもの）を図１３に、 発生時刻別・製品区分別の事故情報割合の推移（発生時刻

及び製品区分について確定したもの）を図１４に示す。

全体の傾向として、９時前後、１６時前後の活動時間に製品事故が発生している。

図１３ 発生時刻別・製品区分別の事故情報収集件数の推移
（発生時刻及び製品区分について確定したもの 【参考】）

発生時刻別・製品区分別の事故情報割合の推移図１４

（発生時刻及び製品区分について確定したもの 【参考】）
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４．被害者の年齢別の事故情報分析

(1) 被害者の年齢別・製品区分別の事故情報収集件数

被害者の年齢別・製品区分別の事故情報収集件数（被害者の年齢及び製品区分につ

いて確定したもの）を図１５及び表６に示す。また、被害者の年齢別・製品区分別の

事故情報収集件数の割合（被害者の年齢及び製品区分について確定したもの）を 図

１６及び表７に示す。

被害者の年齢３０歳代以上では、燃焼器具の製品事故が占める割合が高くなってい

る。

図１５ 被害者の年齢別・製品区分別の事故情報収集件数
（被害者の年齢及び製品区分について確定したもの 【参考】）

表６ 被害者の年齢別・製品区分別の事故情報収集件数
（被害者の年齢及び製品区分について確定したもの 【参考】）
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図１６ 被害者の年齢別・製品区分別の事故情報収集件数の割合
（被害者の年齢及び製品区分について確定したもの 【参考】）

被害者の年齢別・製品区分別のの事故情報収集件数割合表７
（被害者の年齢及び製品区分について確定したもの 【参考】）

(2) 被害者の年齢別の被害状況

① 物的被害

被害者の年齢別の物的被害（被害者の年齢及び物的被害について確定したもの）

を図１７に、被害者の年齢別の物的被害割合（被害者の年齢及び物的被害について

確定したもの）を図１８に示す。

事故情報収集件数の少ない年齢１０歳未満を除き、製品破損に至る率は８～９割

程度である。また、被害者の年齢が上がるにつれて、拡大被害に至る率が高まる。
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図１７ 被害者の年齢別の物的被害（被害者の年齢及び物的被害について確定したもの 【参考】）

図１８ 被害者の年齢別の物的被害割合（被害者の年齢及び物的被害について確定したもの 【参考】）
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② 人的被害

被害者の年齢別の人的被害（被害者の年齢及び人的被害について確定したもの）

を図１９に、被害者の年齢別の人的被害割合（被害者の年齢及び人的被害について

確定したもの）を図２０に示す。

被害者の年齢が上がるにつれて、死亡事故件数が増加している。

図１９ 被害者の年齢別の人的被害（被害者の年齢及び人的被害について確定したもの 【参考】）

図２０ 被害者の年齢別の人的被害割合
（被害者の年齢及び人的被害について確定したもの 【参考】）



17

(3) 被害者の年齢別と事故原因区分

年齢別の事故原因区分（年齢及び事故原因区分について確定したもの）を図２１に

示す。

年齢が上がるにつれて、事故原因区分Ｅ（専ら誤使用や不注意な使い方によると考

えられるもの ）に関する製品事故の発生件数が高くなる傾向がある。燃焼器具の事故。

原因区分は事故原因区分Ｅが多い（図４９参照）ことから、高齢者ほど燃焼器具の事

故に遭遇しやすいと考えられる。

年齢別の事故原因区分（年齢及び事故原因区分について確定したもの 【参考】図２１ ）
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５．発生地域別の事故情報分析

(1) 発生地域別の事故情報分析

製品事故の発生地により分析を行った。地域別の事故情報収集件数割合（事故発生

地について確定したもの）を図２２に示す。

また、地域別・製品区分別の事故情報収集件数（製品区分及び事故発生地について

確定したもの）を図２３に、地域別・製品区分別の事故情報収集件数割合（製品区分

及び事故発生地について確定したもの）を図２４に、 地域別・製品区分別の事故情報

収集件数（製品区分及び事故発生地について確定したもの）を表８に、地域別の燃焼

機器・家庭用電気製品の割合の特化係数（注 （製品区分及び事故発生地について確定）

したもの）を図２５に示す。

、 。 、 、地域別の人口が多いほど 事故情報収集割合が高くなる傾向がある また 北海道

東北、九州において燃焼器具の割合の特化係数が高くなっており、それ以外の地域で

は低くなっている。

（注）特化係数について

あるカテゴリーが地域で占める割合を、全国で占める割合で割ったもの。全国並

みであれば１になる。これにより、その地域の特徴を把握することが出来る。

地域別の事故情報収集件数割合（事故発生地について確定したもの 【参考】図２２ ）
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図２３ 地域別・製品区分別の事故情報収集件数
（製品区分及び事故発生地について確定したもの 【参考】）

図２４ 地域別・製品区分別の事故情報収集件数割合
（製品区分及び事故発生地について確定したもの 【参考】）
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表８ 地域別・製品区分別の事故情報収集件数
（製品区分及び事故発生地について確定したもの 【参考】）

図２５ 地域別の燃焼機器・家庭用電気製品の割合の特化係数
（製品区分及び事故発生地について確定したもの 【参考】）
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(2) 発生地域別の被害状況

① 物的被害

地域別の物的被害件数（事故発生地及び物的被害について確定したもの）を 図

２６に示す。

図２６ 地域別の物的被害件数（事故発生地及び物的被害について確定したもの 【参考】）

② 人的被害

地域別の人的被害件数（軽傷・重傷・死亡 （事故発生地及び人的被害について確）

定したもの）を図２７に、地域別の人的被害割合（軽傷・重傷・死亡 （事故発）（注）

生地及び人的被害について確定したもの）を図２８に示す。

（注）：地域別の人的被害件数を軽傷、重傷、死亡事故の件数に分け、地域別の事故情報収集

件数で割ったもの。

図２７ 地域別の人的被害件数（軽傷・重傷・死亡）
（事故発生地及び人的被害について確定したもの 【参考】）
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図２８ 地域別の人的被害割合（軽傷・重傷・死亡）
（事故発生地及び人的被害について確定したもの 【参考】）

(3) 発生地域別の人口あたりの事故情報収集件数

地域別の事故情報収集件数と人口１,０００万人あたりの事故情報収集件数（事故発

生地について確定したもの）を図２９に示す。

人口１,０００万人あたりの事故情報収集件数は、地域別には東北地方、九州の順と

なっている。

図２９ 地域別の事故情報収集件数と人口１０００万人あたりの事故情報収集件数,
（事故発生地について確定したもの 【参考】）



23

(4) 発生都道府県別の事故情報分析

都道府県別の事故情報収集件数（事故発生地について確定したもの）を図３０に、

都道府県別の事故情報収集件数（上位10位 （事故発生地について確定したもの）を表）

９に、都道府県別・製品区分別の事故情報収集件数（事故発生地及び製品区分につい

て確定したもの）を図３１に、都道府県別・製品区分別の事故情報収集件数割合（事

故発生地及び製品区分について確定したもの）を図３２に示す。

図３０ 都道府県別の事故情報収集件数（事故発生地について確定したもの 【参考】）

表９ 都道府県別の事故情報収集件数（上位１０位 （事故発生地について確定したもの 【参考】） ）
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都道府県別・製品区分別の事故情報収集件数図３１
（事故発生地及び製品区分について確定したもの 【参考】）

図３２ 都道府県別・製品区分別の事故情報収集件数割合
（事故発生地及び製品区分について確定したもの 【参考】）
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６．使用期間に関する事故情報分析

(1) 製品区分別の製品事故に至るまでの使用期間分析

使用期間別・製品区分別の事故情報収集件数（製品区分及び使用期間について確定

したもの）を図３３及び表１０に示す。また、使用期間別・製品区分別の事故情報収

集件数の割合（製品区分及び使用期間について確定したもの）を図３４及び表１１に

示す。

使用期間が１年以上のものの事故が全体の約７割であり、主要な製品区分である家

庭用電気製品、乗物・乗物用品に関しては、全体の傾向と同じく使用期間が１年以上

のものが約７割である。

また、燃焼機器は使用期間が５年以上のものが約６割、１年以上のものを含めると

約９割を超える。

図３３ 使用期間別・製品区分別の事故情報収集件数
（製品区分及び使用期間について確定したもの 【参考】）

表１０ 使用期間別・製品区分別の事故情報収集件数
（製品区分及び使用期間について確定したもの 【参考】）
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図３４ 使用期間別・製品区分別の事故情報収集件数の割合
び使用期間について確定したもの 【参考】（製品区分及 ）

表１１ 使用期間別・製品区分別の事故情報収集件数の割合
（製品区分及び使用期間について確定したもの 【参考】）
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(2) 使用期間と事故原因の関係

事故原因と使用期間の関係（事故原因と使用期間について確定したもの）を図３５

及び表１２に、事故原因区分別の使用期間別割合（事故原因と使用期間について確定

したもの）を図３６及び表１３に示す。

使用期間が１年を越えるものが全体の６割を越えるが、事故原因区分Ａ（専ら設計

上、製造上又は表示等に問題があったと考えられるもの ）である事故は、１年以上５。

年未満の件数が最も多い。また、使用期間５年以上の事故は「製品に起因しない事故

（事故原因区分Ｄ,Ｅ,Ｆ,Ｇ 」と「製品に起因する事故（事故原因区分Ａ，Ｂ、Ｃ 」） ）

を比較すると「製品に起因しない事故（事故原因区分Ｄ，Ｅ，Ｆ，Ｇ 」は２倍以上多）

い。

事故原因区分Ｃ（製造後長期間経過したり、長期間の使用により性能が劣化したと

考えられるもの ）である事故は、使用期間が５年以上の場合がほとんどである。。

図３５ 事故原因と使用期間の関係（事故原因と使用期間について確定したもの 【参考】）
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表１２ 事故原因と使用期間の関係（事故原因と使用期間について確定したもの 【参考】）

Ａ：専ら設計上、製造上又は表示等に問題があったと考えられるもの。(事故原因区分)

Ｂ：製品自体に問題があり、使い方も事故発生に影響したと考えられもの。

Ｃ：製造後長期間経過したり、長期間の使用により製品が劣化したもの。

Ｄ：業者による工事、修理又は輸送中の取り扱い等に問題があったと考えられるもの。

Ｅ：専ら誤使用や不注意な使い方によると考えられるもの。

Ｆ：その他製品に起因しないと考えられるもの。

Ｇ：原因不明のもの。

H：調査中のもの。

図３６ 事故原因区分別の使用期間別割合（事故原因と使用期間について確定したもの 【参考】）
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表１３ 事故原因区分別の使用期間別割合（事故原因と使用期間について確定したもの 【参考】）

Ａ：専ら設計上、製造上又は表示等に問題があったと考えられるもの。(事故原因区分)

Ｂ：製品自体に問題があり、使い方も事故発生に影響したと考えられもの。

Ｃ：製造後長期間経過したり、長期間の使用により製品が劣化したもの。

Ｄ：業者による工事、修理又は輸送中の取り扱い等に問題があったと考えられるもの。

Ｅ：専ら誤使用や不注意な使い方によると考えられるもの。

Ｆ：その他製品に起因しないと考えられるもの。

Ｇ：原因不明のもの。

H：調査中のもの。

① 家庭用電気製品

事故原因と使用期間の関係（家庭用電気製品 （事故原因と使用期間について確定）

したもの）を図３７及び表１４に示す。また、事故原因区分別の使用期間割合（家

庭用電気製品 （事故原因と使用期間について確定したもの）を図３８及び表１５に）

示す。

家庭用電気製品の事故原因は、事故原因区分Ａ（専ら設計上、製造上又は表示等

に問題があったと考えられるもの ）がほとんどであり、１年以上５年未満に集中し。

ている。

図３７ 事故原因と使用期間の関係（家庭用電気製品）
（事故原因と使用期間について確定したもの 【参考】）
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表１４ 事故原因と使用期間の関係（家庭用電気製品）
（事故原因と使用期間について確定したもの 【参考】）

Ａ：専ら設計上、製造上又は表示等に問題があったと考えられるもの。(事故原因区分)

Ｂ：製品自体に問題があり、使い方も事故発生に影響したと考えられもの。

Ｃ：製造後長期間経過したり、長期間の使用により製品が劣化したもの。

Ｄ：業者による工事、修理又は輸送中の取り扱い等に問題があったと考えられるもの。

Ｅ：専ら誤使用や不注意な使い方によると考えられるもの。

Ｆ：その他製品に起因しないと考えられるもの。

Ｇ：原因不明のもの。

H：調査中のもの。

事故原因区分別の使用期間割合（家庭用電気製品）図３８
（事故原因と使用期間について確定したもの 【参考】）
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表１５ 事故原因区分別の使用期間割合（家庭用電気製品）
（事故原因と使用期間について確定したもの 【参考】）

Ａ：専ら設計上、製造上又は表示等に問題があったと考えられるもの。(事故原因区分)

Ｂ：製品自体に問題があり、使い方も事故発生に影響したと考えられもの。

Ｃ：製造後長期間経過したり、長期間の使用により製品が劣化したもの。

Ｄ：業者による工事、修理又は輸送中の取り扱い等に問題があったと考えられるもの。

Ｅ：専ら誤使用や不注意な使い方によると考えられるもの。

Ｆ：その他製品に起因しないと考えられるもの。

G：原因不明のもの。

H：調査中のもの。

② 燃焼機器

事故原因と使用期間の関係（燃焼器具 （事故原因と使用期間について確定したも）

の）を図３９及び表１６に、事故原因区分別の使用期間割合（燃焼器具 （事故原因）

と使用期間について確定したもの）を図４０及び表１７に示す。

燃焼機器は、事故原因区分Ｅ（専ら誤使用や不注意な使い方によると考えられる

もの ）である事故が多く、使用期間が１年以上５年未満と、５年以上使用した時点。

に事故が集中している。

図３９ 事故原因と使用期間の関係（燃焼器具 （事故原因と使用期間について確定したもの 【参考】） ）
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表１６ 事故原因と使用期間の関係（燃焼器具）
（事故原因と使用期間について確定したもの 【参考】）

Ａ：専ら設計上、製造上又は表示等に問題があったと考えられるもの。(事故原因区分)

Ｂ：製品自体に問題があり、使い方も事故発生に影響したと考えられもの。

Ｃ：製造後長期間経過したり、長期間の使用により製品が劣化したもの。

Ｄ：業者による工事、修理又は輸送中の取り扱い等に問題があったと考えられるもの。

Ｅ：専ら誤使用や不注意な使い方によると考えられるもの。

Ｆ：その他製品に起因しないと考えられるもの。

Ｇ：原因不明のもの。

H：調査中のもの。

図４０ 事故原因区分別の使用期間割合（燃焼器具）

（事故原因と使用期間について確定したもの 【参考】）
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表１７ 事故原因区分別の使用期間割合（燃焼器具）
（事故原因と使用期間について確定したもの 【参考】）

Ａ：専ら設計上、製造上又は表示等に問題があったと考えられるもの。(事故原因区分)

Ｂ：製品自体に問題があり、使い方も事故発生に影響したと考えられもの。

Ｃ：製造後長期間経過したり、長期間の使用により製品が劣化したもの。

Ｄ：業者による工事、修理又は輸送中の取り扱い等に問題があったと考えられるもの。

Ｅ：専ら誤使用や不注意な使い方によると考えられるもの。

Ｆ：その他製品に起因しないと考えられるもの。

Ｇ：原因不明のもの。

H：調査中のもの。
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生産国別の事故情報分析７．

生産国別の事故情報収集件数割合（生産国について確定したもの）を図４１に、生産

国別の事故情報収集件数（生産国について確定したもの）を表１８に示す。生産国別の

事故情報収集件数は、日本、中華人民共和国、台湾の順となっている。中華人民共和国

が多いのは平成１２年度以降、シェーバー充電用の直流電源装置の事故（設計不良によ

る発煙・発火）が多発しているためである。

生産国の上位はアジア諸国が多い。これは、アジア諸国の製品が多く輸入されている

ためである。

生産国別の事故情報収集件数割合（生産国について確定したもの 【参考】図４１ ）

表１８ 生産国別の事故情報収集件数（生産国について確定したもの 【参考】）
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Ⅱ．事故情報動向解析

本章では、平成１１年度～平成１４年度に収集した最近４年間の調査結果から製品事

故の動向解析を行っている。この動向解析において平成１４年度は総件数１,８０３件を

対象に調査によって判明したデータを用いて製品事故の動向解析を行った。

製品区分別の事故情報収集件数１．

製品区分別の事故情報収集件数の推移を図４２及び表１９に示す。また、製品区分別

の事故情報収集件数割合の推移を図４３及び表２０に示す。

製品区分別の年度ごとの事故情報収集件数は、平成１１年度９５６件、平成１２年度

１,４４６件、平成１３年度１,５４６件、平成１４年度１,８０３件であり、事故情報の

多い製品区分は、家庭用電気製品、燃焼機器、乗物・乗物用品の順となっている。

家庭用電気製品と燃焼器具の製品事故の割合は全体の約７～８割を占めており、最近

４年間の傾向は変わっていない。平成１２年度以降の家庭用電気製品の事故情報割合は

約４割を超えている。これは家庭用電気製品の製造メーカーからの事故通知が増加した

こと要因と考えられる。燃焼機器に関する事故情報収集件数の事故情報全体の件数に占

める割合は、約３割を占めている。また、乗物・乗物用品に関して、毎年約１８０件の

事故通知がある。

製品区分別の事故情報収集件数の推移図４２
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表１９ 製品区分別の事故情報収集件数の推移

図４３ 製品区分別の事故情報収集件数割合の推移

表２０ 製品区分別の事故情報収集件数割合の推移
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事故原因区分別の事故情報収集件数２．

ここでは、調査によって事故原因が判明した事故情報について、表２１に示す事故原

因区分をもとに事故原因区分別の動向解析を行った。

事故原因区分別の事故情報収集件数の推移を図４４に、製品事故収集件数に占める事

故原因割合の推移を図４５に示す。製品事故の原因区分をみると、事故原因区分Ａ（専

ら設計上、製造上又は表示等に問題があったと考えられるもの ）と事故原因区分Ｅ（専。

ら誤使用や不注意な使い方によると考えられるもの ）が占める割合が全体の８割以上を。

占めており、４年間この傾向は変わっていない。

また、事故原因区分Ａは平成１１年度時点では、約２割にすぎなかったが、平成１２

年度では全体の４割を超えている。平成１２年度以降、事故原因区分Ａの件数が倍増し

た要因は、事業者からの事故通知が増加したためと考えられる。

表２１ 事故原因区分

製品に起因する事故 製品に起因しない事故

Ａ（専ら設計上、製造上又は表示等に問題が Ｄ（業者による工事、修理又は輸送中の取り

あったと考えられるもの。） 扱い等に問題があったと考えられるもの。）

Ｂ（製品自体に問題があり、使い方も事故発 Ｅ（専ら誤使用や不注意な使い方と考えられ

生に影響したと考えられるもの。） るもの。）

Ｃ（製造後長期間経過したり、長期間の使用 Ｆ（その他製品に起因しないと考えられるも

により性能が劣化したものと考えられるもの。） の。）

図４４ 事故原因区分別の事故情報収集件数の推移【参考】
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図４５ 製品事故収集件数に占める事故原因割合の推移【参考】

(1) 主要品目の事故原因とその割合

① 家庭用電気製品

事故情報収集件数が最も多い家庭用電気製品の事故原因区分別の事故情報収集件

数の推移を図４６に、家庭用電気製品の事故原因区分別の事故情報収集件数割合の

推移を図４７に示す。平成１２年度以降、家庭用電気製品の事故原因の約５割以上

が事故原因区分Ａ（専ら設計上、製造上又は表示等に問題があったと考えられるも

の ）によるものである。また、事故原因区分Ｅ（専ら誤使用や不注意な使い方によ。

ると考えられるもの ）の件数は約１００件で推移している。平成１２年度以降、事。

故原因区分Ａの割合が倍増した要因は、事業者からの事故通知が増加したためと考

えられる。

図４６ 家庭用電気製品の事故原因区分別の事故情報収集件数の推移【参考】
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家庭用電気製品の事故原因区分別の事故情報収集件数割合の推移【参考】図４７

② 燃焼器具

燃焼器具の事故原因区分別の事故情報収集件数の推移を図４８に、燃焼器具の事

故原因区分別の事故情報収集件数割合の推移を図４９に示す。

事故原因区分Ｅ（専ら誤使用や不注意な使い方によると考えられるもの ）の事故。

件数割合が各年度の事故情報の約７割を占めている。

図４８ 燃焼器具の事故原因区分別の事故情報収集件数の推移【参考】



40

図４９ 燃焼器具の事故原因区分別の事故情報収集件数割合の推移【参考】
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③ 家具･住宅用品

家具・住宅用品の事故原因区分別の事故情報収集件数の推移を図５０に、家具・

住宅用品の事故原因区分別の事故情報収集件数割合の推移を図５１に示す。

事故原因区分Ｅ（専ら誤使用や不注意な使い方と考えられるもの ）である事故件。

数割合が高く、各年度３～６割を占めている。

図５０ 家具・住宅用品の事故原因区分別の事故情報収集件数の推移【参考】

図５１ 家具・住宅用品の事故原因区分別の事故情報収集件数割合の推移【参考】
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④ 身のまわり品

身のまわり品の事故原因区分別の事故情報収集件数の推移を図５２に、身のまわ

り品の事故原因区分別の事故情報収集件数割合の推移を図５３に示す。

事故原因区分Ａ（専ら設計上、製造上又は表示等に問題があったと考えられるも

の ）の事故件数割合が最も高く、約３割を占めている。。

図５２ 身のまわり品の事故原因区分別の事故情報収集件数の推移【参考】

図５３ 身のまわり品の事故原因区分別の事故情報収集件数割合の推移【参考】
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⑤ レジャー用品

レジャー用品の事故原因区分別の事故情報収集件数の推移を図５４に、レジャー

用品の事故原因区分別の事故情報収集件数割合の推移を図５５に示す。

収集件数は約３０件と多くはないが事故原因区分Ｅ（専ら誤使用や不注意な使い

方と考えられるもの ）の事故件数割合が全体の約４割を占めている。。

図５４ レジャー用品の事故原因区分別の事故情報収集件数の推移【参考】

図５５ レジャー用品の事故原因区分別の事故情報収集件数割合の推移【参考】
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(2) 製品区分の事故原因

（ 、 。）① Ａ 専ら設計上 製造上又は表示等に問題があったと考えられるもの

事故原因区分Ａ（専ら設計上、製造上又は表示等に問題があったと考えられるも

の ）の事故情報収集件数の推移を図５６に、事故原因区分Ａの事故情報収集件数割。

合の推移を図５７に示す。

事故原因区分Ａ の事故原因の大半が家庭用電気製品であり、平成１２年度以降は

。 、 、全体の約８割を占めている 平成１２年度以降 事故原因区分Ａが倍増した要因は

家庭用電気製品の事業者からの事故通知が増加したためと考えられる。

図５６ Ａ（専ら設計上、製造上又は表示等に問題があったと考えられるもの ）。
の事故情報収集件数の推移【参考】

図５７ Ａ（専ら設計上、製造上又は表示等に問題があったと考えられるもの ）。
の事故情報収集件数割合の推移【参考】
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② Ｅ（専ら誤使用や不注意な使い方によると考えられるもの ）。

事故原因区分Ｅ（専ら誤使用や不注意な使い方によると考えられるもの ）の事故。

情報収集件数の推移を図５８に、事故原因区分Ｅの事故情報収集件数割合の推移を

図５９に示す。

事故原因区分Ｅによる事故原因の大半を占める製品は燃焼機器であり、全体の約

６割を占めている。

図５８ Ｅ（専ら誤使用や不注意な使い方によると考えられるもの ）。
の事故情報収集件数の推移【参考】

図５９ Ｅ（専ら誤使用や不注意な使い方によると考えられるもの ）。
の事故情報収集件数割合の推移【参考】
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③ Ｃ（製造後長期間経過したり、長期間の使用により性能が劣化したと考

えられるもの ）。

事故原因区分Ｃ（製造後長期間経過したり、長期間の使用により性能が劣化した

と考えられるもの ）の事故情報収集件数の推移を図６０に、事故原因区分Ｃの事故。

情報収集件数割合の推移を図６１に示す。

事故原因区分Ｃに家庭用電気製品は全体の５割以上を占めている。

この要因は家庭用電気製品が長期にわたり使用されるものが多いことに加え、製

品の不具合は内部に生じることが多く、不具合が初期の段階で発見されにくいため

と考えられる。

図６０ Ｃ（製造後長期間経過したり、長期間の使用により性能が劣化したと考えられるもの ）。
の事故情報収集件数の推移【参考】

図６１ Ｃ 製造後長期間経過したり長期間の使用により性能が劣化したと考えられるもの ）（ 。
の事故情報収集件数割合の推移【参考】
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被害状況別の事故情報収集件数３．

(1) 件数の推移

被害状況別の事故情報収集件数の推移を図６２に、被害状況別の事故情報収集件数

の割合の推移を図６３に示す。

重傷・死亡事故が発生する割合は事故情報の１割強を占めている。

図６２ 被害状況別の事故情報収集件数の推移【参考】

図６３ 被害状況別の事故情報収集件数の割合の推移【参考】
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(2) 事故原因区分別の被害状況

（ 、 。）① Ａ 専ら設計上 製造上又は表示等に問題があったと考えられるもの

事故原因区分Ａ（専ら設計上、製造上又は表示等に問題があったと考えられるも

の ）の被害状況別の事故情報収集件数の推移を図６４に、事故原因区分Ａの被害状。

況別の事故情報収集件数割合の推移を図６５に示す。

平成１２年度以降、事故原因区分Ａが増加している。事故原因区分Ａが増加した

要因は、家庭用電気製品の事業者からの事故通知が増加したためと考えられる。ま

た、平成１２年度以降人的被害の割合は２割を切っており、軽傷者は出ているもの

の重傷・死亡事故の割合は１％以下と低い。

図６４ Ａ（専ら設計上、製造上又は表示等に問題があったと考えられるもの ）の。
被害状況別の事故情報収集件数の推移【参考】

図６５ Ａ（専ら設計上、製造上又は表示等に問題があったと考えられるもの ）の。
被害状況別の事故情報収集件数割合の推移【参考】
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② Ｅ（専ら誤使用や不注意な使い方によると考えられるもの ）。

事故原因区分Ｅ（専ら誤使用や不注意な使い方によると考えられるもの ）の被害。

状況別の事故情報収集件数の推移を図６６に、事故原因区分Ｅの被害状況別の事故

情報収集割合の推移を図６７に示す。

事故原因区分Ｅのものについては、人的被害の割合が高く、重傷・死亡に至る割

合も高い。

事故原因区分が特定されない場合や調査中の死亡を除いた全体の死亡事故のほと

んどが、事故原因区分Ｅに関する死亡事故である。

事故原因区分Ｅの主要な製品区分が燃焼機具であることから、火災等の発生によ

るものと考えられる。

図６６ Ｅ（専ら誤使用や不注意な使い方によると考えられるもの ）。
の被害状況別の事故情報収集件数の推移【参考】

図６７ Ｅ（専ら誤使用や不注意な使い方によると考えられるもの ）。
の被害状況別の事故情報収集割合の推移【参考】
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(3) 製品区分と被害状況

① 死亡事故

死亡事故件数の推移を図６８に、死亡事故件数割合の推移を図６９に示す。

死亡事故につながる製品区分は、燃焼機器が最も高く、４～６割を占める。次い

、 。で家庭用電気製品の順になっており 火災等の拡大被害の発生が要因と考えられる

図６８ 死亡事故件数の推移【参考】

図６９ 死亡事故件数割合の推移【参考】
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② 重傷事故

重傷事故件数の推移を図７０に、重傷事故件数割合の推移を図７１に示す。

重傷を負う事故につながる製品区分は、死亡事故と同様に燃焼機器の事故件数が

多く、この要因は火災等の発生と考えられる。また、乗物・乗物用品、身のまわり

品、家具・住宅用品も事故件数が多い。家具・住宅用品は、はしご、脚立などから

の転落等による事故の発生が要因と考えられる。

図７０ 重傷事故件数の推移【参考】

図７１ 重傷事故件数割合の推移【参考】
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参考統計資料

(1) 地域別人口統計

表２２ 地域別の人口とその比率

※平成13年10月1日現在（推計、平成14年3月27日総務省統計局公表資料）
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(2) 主要家庭用電気製品の生産統計

① カラーテレビジョン用ブラウン管

表２３ カラーテレビジョン用ブラウン管生産数

※平成 年 月（経済産業省 生産動態統計 機械統計）15 7
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② 電気洗濯機

表２４ 電気洗濯機生産数

※平成 年 月（経済産業省 生産動態統計 機械統計）15 7



55

③ 電気冷蔵庫

表２５ 電気冷蔵庫生産数

※平成 年 月（経済産業省 生産動態統計 機械統計）15 7
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④ 電子レンジ

表２６ 電子レンジ生産数

※ 平成 年 月（経済産業省 生産動態統計 機械統計）15 7


